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        令和６年３月 27日 
 

特殊勤務手当（災害応急作業等手当）の見直しについて（提案） 
 

１ 提案理由 

 令和６年能登半島地震により被災した地域において、地方公共団体の職員が従事する避難所運営の

業務等について、災害応急作業等手当の支給対象作業に該当する旨、総務省から通知があり、国家公

務員の災害応急作業等手当の支給対象となる職員の拡大及び手当額の改定等が行われたことから、本

府においても、災害応急作業等手当について見直しを行う。 
 

２ 提案内容 

  現行の災害応急作業等手当に、次のとおり、支給対象となる職員、業務及び手当額を追加する。 
 対象職員 業務 手当額（日額）  

現
行 

土木事務所等に勤務
する職員 

気象警報下等に、漁港施設等定められた箇所において巡回監
視、応急作業又は応急作業のための災害状況の調査の業務に従
事したとき。 

巡回監視 480 円 
その他の業務730 円 

※
２
・
３ 

職員 

異常な自然現象又は大規模な事故により重大な災害が発生し
た場合等において、市町村長による指示、警戒区域の設定がさ
れたときに、当該指示に係る地域等において災害応急対策の業
務に従事したとき。 

1,080 円 

石油ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ等災害防
止法に基づき指名さ
れた職員が勤務する
機関に勤務する職員 

石油ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ等特別防災区域に係る災害が発生した場合等にお
いて､石油ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ等現地防災本部が設置されたときに､当該災
害に係る箇所又はその周辺において災害状況の調査､巡回監視
等の業務に引き続き２日以上従事したとき｡ 

840 円 

職員 

原子力緊急事態宣
言がされた場合
(東日本大震災に
係る場合を除く｡)  

特定原子力事業所の
敷地内での業務 

原子炉建屋内 上限 40,000 円 

 

上記以外 上限 20,000 円 

人事委員会規則で定める区域での業務 上限 10,000 円 

 心身に著しい負担を与える場合 
上限 100/100 の 
範囲内で加算 

提
案
内
容 

職員 

異常な自然現象により重大な災害が発生し、又は発生するおそ
れがある場合に、災害対策基本法第 23 条第１項又は第 23 条の
２第１項の規定に基づき災害対策本部が設置された地方公共
団体の区域において、次に掲げる業務に従事したとき｡ 
(１)避難所の運営に係る業務 
(２)罹災証明に係る家屋調査の業務 
(３)関係行政機関等との災害応急対策に係る連絡調整の業務 
(４)罹災証明の発行に係る業務 
(５)建築物等の危険度判定に係る業務 
(６)応急仮設住宅等の建設支援業務 
(７)災害復旧工事の査定・設計積算業務 
(８)避難者の健康支援に係る業務 
(９)学校支援並びに避難している児童及び生徒の支援に係る

業務 
(10)被災した動物の対応に係る業務 
(11)廃棄物の処理に係る支援業務 
(12)前各号に掲げるもののほか、災害の発生の防御又は拡大の

防止のための措置に関する業務 

1,080 円 
（※１） 

※
２
・
３ 

※１ 業務が深夜（午後 10 時から翌日の午前５時までの間）において行われた場合は、50/100 に相当する額を加算する。 
※２ 特定大規模災害に対処するため、巡回監視等の業務に引き続き５日以上の範囲内で人事委員会規則で定める期間以上 

従事した場合の加算（上限 100/100 の範囲内）について適用する。 
※３ 一の特殊勤務手当について、当該特殊勤務手当が支給される場合の二以上に該当する日があるときは、その日につい 
ては、手当の額が最も高い場合(同額であるときは、業務に従事した時間が最も長い業務に係る場合)にのみ該当するも 
のとして支給する。 

  
３ 実施時期 

令和６年１月１日に遡及して適用 

（直近の議会に条例改正案を提出予定。技能労務職員関係規程も同時期に改正予定） 
   

４ 協議期限 

  令和６年４月 24 日 


